
生成AIを活用した業務効率化と
自治体DXの推進

県の取組状況

資料１－１
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・ 生産年齢人口が急激に減少し、今後、人材確保がさらに困難に

・出生数 ５０年前（ピーク時）比 １／３

・採用試験競争率 約１０年前比 １／２

・ 行政機能の維持には、一人あたり３～６倍程度の業務効率化が不可避

背景 社会情勢

20２4年生まれ

６8万人※

1973年生まれ

209万人

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

8.0

9.0

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

2012

年度

2015

年度

2020

年度

2023

年度

受験者数(千人) 合格者数(千人)

採用者数 競争率

総務省「地方公共団体の勤務条件等に関する調査」より作成
※上級・大卒程度（警察官含む）
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生成ＡＩの活用状況

（出典）総務省（2025）「国内外における最新の情報通信技術の研究開発及びデジタル活用の動向に関
する調査研究」
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（出典）令和6年度「地方自治体におけるAI・RPAの実証実験・導入状況等調査」等の調査結果の公表
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8市町村のみ
が活用

・世界各国と比較して、日本は生成ＡＩ活用が遅れている

・国内市区町村の中でも奈良県内市町村での活用は特に遅れている

奈良県内市町村

日本
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令和６年度の取組（AI活用の効果実証）

● 職員の業務削減等に向け、一部部局で複数のＡＩツールによる効果実証を実施

● 議会答弁準備、要約、メール文作成などにおいて一定の業務効率化効果を確認

✓日常業務（メール作成、文章要約等）

✓議会答弁準備

✓ソフト事業仕様書の作成

令和７年度の取組（更なるＡＩ活用）

● 更なるＡＩ活用・業務効率化に向け、試行活用の範囲を拡大・精度向上

県庁の取組

✓庁内問い合わせ対応（生成ＡＩ使い方、会計規定など）

✓補助金要綱の作成

✓ハード事業仕様書の作成 など
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県庁の現状

• 56%、8,000時間の資料

・生成ＡＩを本格導入し、半年経過後※の状況 ※令和７年１２月

・一定効果発現しているが、更なる効率化を目指す
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事例1 一般的な使い方①

命令：資料を要約してください。

国通知（数十頁に及ぶものもある）等を「１枚に要約」（従来６０分→１０分※）

※出力2分 チェック・校正8分

生成ＡＩによる要約（校正後）
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事例１ 一般的な使い方②
「パワーポイント資料」をもとに、「説明原稿」を作る

（従来９０分→３０分※）

生成ＡＩによる説明原稿
命令：資料を説明する原稿を作ってください。

※出力5分 チェック・校正25分
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事例２ 問い合わせ対応事務
（会計規定・情報システム使い方など） ①

奈良県契約規則第16条第１項

② ＡＩ回答

① 会計規定について質問入力

③ 根拠規定をクリック！
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○奈良県契約規則

昭和三十九年五月二十五日

奈良県規則第十四号

（随意契約）

第十六条 随意契約によることができる場合における令第百六十七条の二第一項第一号に規定する予定価格（単価

による契約にあつては、購入等の予定単価に予定数量を乗じて得た金額）（貸借の契約にあつては、予定賃貸借料

の年額又は総額）について規則で定める額は、次の各号に掲げる契約の種類に応じ、当該各号に定めるとおりとす

る。

一 工事又は製造の請負 四百万円

二 財産の買入れ 三百万円

三 物件の借入れ 百五十万円

四 財産の売払い 百万円

五 物件の貸付け 五十万円

六 前各号に掲げるもの以外のもの 二百万円

２ 随意契約の方法による契約を締結しようとする場合においては、見積りに必要な事項を示して、なるべく二人

以上の者から見積書を提出させなければならない。ただし、契約の目的及び性質により見積書を提出させる必要が

ないと認められるものについては、この限りでない。

④根拠規定（規則の条文
など）が参照できる

＜該当の条文を表示＞
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【県庁内問合せ自動対応例 （「生成AI使い方」問合せ）】

・令和７年１２月開設（累計132件の利用（5.2件/日））

・従来は対応に10分程度/件をかけていた

・AI活用により50分程度/日の削減効果

事例２ 問い合わせ対応事務
（会計規定・情報システム使い方など） ②

AI活用 （After）

✓✓

職員が個別電話等で対応 ＡＩが自動対応
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Before

事例3 議会事務

＜過去答弁の検索＞

命令：ドローンに関する過去2年分の答弁を抽出して

検索だけで数時間

回答：
番 議会名 質問者 質問内容 回答者 回答内容

1
総合防災対策特別委
員会_令和7年06月

○○委員
消防におけるドローン活用
状況と訓練について

○○消防救急課長
消防本部のドローン保
有・・・・

2
予算審査特別委員会_
令和7年03月

○○委員
消防団員へのドローンライ
センス取得支援について

○○消防救急課長
ドローン活用方針につい
て・・・

3
経済労働委員会_令和
7年03月

○○委員
フォレスターアカデミーに
おけるドローン教育の位置
づけについて

○○森林環境課長
林業現場を想定したド
ローン教育カリキュラム
と今後の展開について

⋮ ⋮ ⋮ ⋮ ⋮ ⋮
16

南部・東部地域振興
対策特別委員会_令和
5年09月

○○委員
南部・東部地域でのドロー
ン活用と広域的人材・機材
共有について

○○美しい南部東部
振興課長

防災・物流・農業等にお
けるドローン実証と広域
活用の必要性について

Before After

数分で複数回の答弁抽出

検索業務や素案作成を大幅削減→「考える時間」を創出
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まず、地域のデジタル化を一層推進することの重要性についてのご指摘を、奈良県としても真摯に受け止めております。人口
減少や少子高齢化が進展する中、住民サービスの質の維持・向上や行政運営の効率化を図るためには、デジタル技術の活
用が不可欠であると認識しております。

そのため、奈良県では、奈良デジタル戦略に基づき、県民一人ひとりの利便性向上と行政の生産性向上を両立させることを
基本方針としております。特に、住民や事業者の多様なニーズに的確かつ迅速に対応できる体制づくりを重視し、市町村との
連携・協働を強化しながら施策を推進してまいります。

具体的には、重点的に進める事項として、四つの柱を掲げております。１つめは、奈良スーパーアプリを活用した行政手続・
業務の組み直しによる行政サービスの刷新であり、住民の利便性向上と行政事務の効率化を目指しております。２つめは、
デジタルを活用した「住むと元気になれるまち」の創出であり、医療情報の共有や電子カルテの普及など、より良い医療サー
ビスの提供に取り組んでおります。３つめは、子育て家庭や高齢者が抱える課題の解決であり、個人の状況に応じた情報発
信や予防接種案内など、きめ細やかな支援を推進しております。４つめは、高齢化率の高い地域における生活支援とデジタ
ルデバイドの解消であり、公共ライドシェアの推進やデジタル技術を活用した移動手段の確保などに取り組んでおります。

今後は、これらの重点施策をさらに発展させるとともに、奈良スーパーアプリの機能強化や市町村との共同利用の拡大、電
子母子手帳の導入など、県民の暮らしに直結するデジタルサービスの充実を図ってまいります。また、生成ＡＩの活用による
迅速な情報提供や、利用状況の可視化・分析ツールの導入など、先進的な技術も積極的に取り入れ、誰一人取り残さないデ
ジタル社会の実現に向けて、県民の皆様に寄り添った施策を展開してまいります。
[1][5][4][10][17]

今後一層の地域のデジタル化を進めるため、奈良デジタル戦略に基づき、施策を進めていくことが重要と
考えるが、奈良デジタル戦略ではどのようなことを重点的に進めようとしているのか

質問事項の受け止め

施策の方向性

具体的な取組

今後の方針

回答たたき台

想定される質問

<回答たたき台の作成>

ＡＩに質問入力⇒数十秒でたたき台を生成

参照した過去答弁議事録（クリックで内容が表示）
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事例３ 議会事務(効果)

効果 9月議会における利用状況(アンケートより抜粋)

利用率 ： 34%

短縮時間 ： 30分/人

15分

34%

30分

33%

1時間

23%

2時間

7%

2時間～

3%

短縮時間分布 AIの有効性について

有効, 90%

有効ではない, 10%

90%は「有効」と回答

アンケート対象 ：課長補佐級
回答数 ：160名

回答にAIを活用した割合

回答にAIを活用した人の平均値

利用者において回答精度は有効で効率化がはかれるとの認識
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利用に向けた課題と推進体制

知事から部局長に生成
AIの積極的活用を指示

対応と推進体制

利用が広がらない理由（県庁内アンケート結果）

・現状維持バイアス

・操作／効果がわからない

・セキュリティ、正確性への懸念

現状維持から
脱却

操作/効果
セキュリティ
正確性
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市町村向けの協力体制

＜研修の実施＞

2/10 市町村向け研修会予定
・県導入事例の紹介、導入相談、県環境体験

＜生成ＡＩツール共同利用（調整中）＞
・来年度実証を検討中

・概要

期間： 6か月程度

アカウント： 市町村合計で上限1,000

参考：国から「自治体におけるＡＩ活用・導入ガイドブック」

も発出されていますのでご参照ください（別添）
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県の取組のご紹介と
ご協力のお願い

～ＤＸ人材育成・ＩＴ関連サービス企業誘致～

現在、予算編成過程であり、今後、県議会での議
論を経て、内容等の変更が生じる可能性がある
ことを、あらかじめご了承ください。



ＤＸ人材育成・ＩＴ関連サービス企業誘致事業

県経済における現下の課題

✓ 成長が見込める分野である「情報通信業」の事業所が少ない

「情報通信業事業所数比率」が0.7％（全国の１／２）

✓ 若年層にとって魅力的な就職先が少ない

「県外就業率」が27.3％（全国ワースト３位）
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営業利益の割合
（2022年度）

４.0 ％

8.7 ％

情報通信業利益率
全業種の２倍以上

経済産業省企業活動基本調査より
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1.6%

全国 奈良県

産業別事業所数構成

比（情報通信業）

0.7 ％

1.4 ％

情報通信事業所率

全国の１／２

令和３年経済センサスより
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ＤＸ人材育成・ＩＴ関連サービス企業誘致

「成長が見込める産業の誘致」と「若者が働きたい職場の創出」を目指し、

✓ 県内の商業高校生等を対象に、ＤＸ人材を育成

✓ 育成された人材の確保等をメリットとして、利益率が高いとされる

「ＩＴ関連サービス企業」を誘致
令和８年度当初予算に関連経費を計上予定

趣旨に賛同いただける場合、具体の立地や地元調整に関し、ご協力をお願いいたします。
（詳細については、県庁デジタル戦略課にお問い合わせください）

【ＩＴ関連サービス企業誘致】

●進出時の初期投資等に
県補助制度を創設

●市町村と連携し、
オフィス進出先の調整や
地元経済界との関係構築
を支援

＜当面の目標（Ｒ８～１２）＞
１０社（２社/年×５年）

【ＤＸ人材育成】

●対 象
県内の情報科で学ぶ高校生等

●内 容
ＩＴ関連企業で働くため必要なスキルを
身につける「ＤＸ人材育成プログラム」
を実施

＜当面の目標（Ｒ８～１２）＞
１００名（２０名/年×５年）

17


